
 

平成 22 年 11 月 30 日、第 2 回視察会

を参加者 29 名のもと神戸市にて開催した。 

今回のテーマは、神戸ポートアイランド

2 期において推進されている①医療産業都

市構想の状況と、建物が完成した次世代ス

ーパーコンピュータ②国際コンテナ戦略港

湾に選定された阪神港についてとし、各々

の担当者から説明を聞き、施設の見学を行

った。 

 

神戸市役所からの説明 

 

①「ポートアイランド 2 期の動向について」

（神戸市企画調整局医療産業都市構想推進  

室主幹花田裕之氏） 

ポートアイランドは、昭和 56 年に埋立

が完了した人工島で総面積は 443ha。 

その後、南部の 390ha を埋立し、2 期

が完成した。2 期については、平成 7 年の

阪神淡路大震災の影響で、３年ほど利用が

進まないまま経過したが、平成 10 年、さ

まざまな案の中から、医療に関するクラス

タ－づくりとして整備することに決定した。

神戸医療産業都市構想懇談会（座長）：井村

裕夫【神戸市立中央市民病院長（当時）】が

設置され、井村座長のリーダーシップのも

と、現在までに医療関連企業等の進出が

190 社となった。 

この構想は、関西の産学連携のもと、ポ

ートアイランド 2 期を中心に、高度医療技

術の研究・開発拠点を整備し、医療関連産

業の集積を図る事で、1．市民福祉の向上、

2．神戸経済の活性化、３．国際社会への貢

献、を目的とするものである。日本初のク 

ラスター形成の試みとして、基礎研究から 

 

 

臨床応用（トランスレーショナルリサーチ）、

産業化までの一体的な仕組みづくりの機能

を持つ。中核施設の発生・再生科学総合研

究センターで動物実験を行い、先端医療セ

ンターで人体に利用できるかを研究し、実

用化するシステムが確立されている。この

地域の経済波及効果は、平成 17 年の企業

数 75 社、市内への経済効果 409 億 3900

万円、市税 12 億 8200 万円から、10 年

後の平成 27 年には、企業数 311 社、市内

への経済効果 1,624 億 7700 万円、市税

収 50 億 6200 百万円と予測している。 

今後は、「高度医療サービスの提供」と「科

学的な健康づくりの支援」による持続可能

なクラスターの形成、また市民への効果や

市民と一体となった新産業の創出が重要と

なる。 

平成 23 年 7 月頃には神戸市立医療セン

ター新中央市民病院が移転・開院の予定で

ある。また、次世代スーパーコンピュータ

(京速コンピュータ「京」)については、施設

が完成し、平成 24 年秋の供用開始を目指

し、コンピュータの搬入・設置が始まって

いる。完成すると、1 秒間に 1 万兆回（1

京）の計算ができる。これは、日本の人口

約１億２千人が２４時間寝ずに約３年間計

算した回数である。 

神戸市としては、政府の国際戦略総合特

区を活用し、この地域をアジアで No1 のラ

イフ・イノベーションのグローバル拠点に

したいと考えている。 

②「国際コンテナ戦略港湾に選定された阪

神港」（神戸市みなと総局技術部計画課主査

松木隆一氏） 

 日本の港湾は、東アジア諸港の台頭によ

り大きくその地位が揺らぎ、国際競争力が
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低下している。神戸港の推移でいうと、東

アジア主要港におけるコンテナ取扱貨物量

のランキングが、昭和５５年は４位だった

が、平成２０年には４４位となっている。

平成 14 年以降の 6 年間の貨物量は毎年増

加し、昨年は世界同時丌況の影響で落ち込

んだが、平成２２年の年間コンテナ取扱貨

物量は、最近の円高の影響が懸念されるも

のの、約２６０万 TEU＊1 と阪神淡路大震災

以降最高となる見込みである。 

しかしながら、最近、日本の貨物は韓国プ

サンでトランシップ＊2 される傾向が高まっ

ている。特に、西日本の地方港湾から約

100 万 TEU もの貨物がプサン等に流れて

いるため、神戸港に貨物が集まりにくくな

っており、北米・欧州向け基幹航路に投入

される大型定期コンテナ船は神戸港への寄

港を減らしつつある。 

また、世界の港湾の経営方式を比較する

と、日本の港湾管理者が地方自治体である

一方、プサンやシンガポールなどの海外主

要港は政府の強力なバックアップ体制が敷

かれ、ハブ機能を強化している。 

 今回の、国の政策である国際コンテナ戦

略港湾は、「国内貨物の集約・コスト低減に

よる基幹航路の維持強化」「中国等アジアの

急速な経済発展への対応」を目指す。目標

として、２０１５年にプサンなど東アジア

主要港でのトランシップ率を現行の半分に

縮減し、アジア主要港なみのサービスをす

ることとしている。首都圏を中心とした東

日本は京浜港に、関西圏を中心とした西日

本は阪神港が集荷を担うとされ、東西２ヵ

所に決定された。平成２３年度の国の予算

要求額は事業費５７０億円で前年度比２．

４６倍となっている。①ハブ機能を強化す

るためのインフラ整備②荷役機械整備への

支援（ガントリークレーンの整備の促進な

ど）③フィーダー＊３輸送による貨物集約へ

の支援があげられており、特にその中でも、

基幹航路の大型コンテナ船に外貿コンテナ

を輸送する内航フィーダー船に対する支援

による集荷機能強化が重要である。しかし

ながら、地方港では、プサンに荷物を送っ

た場合に補助金を出す地方自治体があるこ

と、また、新産業における創荷をどう増加

させていくのかなど解決する問題は多く、

国策として、早期の実現が望まれる。 

 

現地での見学 

 

神戸港ポートアイランド２期 PC１８コンテナターミナル 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代スーパーコンピュータ施設見学 

 

 

ＭＥＭＯ 

●医療産業都市構想について 

●国際コンテナ戦略港湾について 

＊1 20 フィートのコンテナ 1 個が１TEU（Twenty 

Equivalent Unit） 

＊2 コンテナ貨物の海上運搬に際し、輸送効率化のた

め、積荷港から荷卸港の間にハブ港（中継港）を設け、ハ

ブ港まで中小型コンテナ船により貨物を輸送(フィーダ

ー)・集荷し、ハブ港において貨物を大型コンテナ船に積

み替えること 

＊3  本船輸送に対する支線輸送のこと 

http://www.o-bay.or.jp/img/magazine/43/MEMO_001.pdf

